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１ 新型コロナウイルスワクチン職域接種促進事業費補助金について

令和４年度新型コロナウイルス感染症緊急包括支援事業（医療分）実施要綱３(21)ウ(ウ)

に基づき実施し、北海道新型コロナウイルスワクチン職域接種促進事業費補助金交付要綱に

基づき交付

実施要綱
３(21) 新型コロナウイルスワクチン接種体制支援事業
ウ 内容
(ウ) 職域接種促進のための支援

令和３年11月17日付け厚生労働省健康局健康課予防接種室事務連絡「新型コロナワク
チン追加接種（３回目接種）に係る職域接種の開始について」及び令和４年９月20日付
け厚生労働省健康局予防接種担当参事官室事務連絡「オミクロン株に対応した新型コロ
ナワクチンの職域追加接種の開始について」に規定する職域接種のうち①外部の医療機関
が出張して実施する形態のものであって、以下の条件に該当するものに対し、都道府県が
設置する大規模接種会場に対する支援と同等の支援を行う。（都道府県が設置する大規
模接種会場において支援対象とする経費（使用料及び賃借料、備品購入費等）と同等の
経費を対象として、1,500円×接種回数を上限に実費補助(令和３年６月１日付け厚生労
働省健康局健康課予防接種室事務連絡「新型コロナワクチンの職域接種の開始について」
に規定する職域接種については、1,000円×接種回数を上限に実費補助))

・ ②中小企業（中小企業基本法（昭和38 年法律第154 号）第２条第１項に規定する
中小企業を指す。以下同じ。）が商工会議所、総合型健保組合、業界団体等複数の企業
で構成される団体を事務局として共同実施するもの

・ ③大学、短期大学、高等専門学校、専門学校（以下「大学等」という。）の職域接種で所属の
学生も対象とし、文部科学省が別に定める地域貢献の基準を満たすもの
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２ 職域接種促進のための支援対象①

■ 外部の医療機関が出張して実施する形態（パターン２）のもの（実施要綱３(21)ウ(ウ)）

そのほか、商工会議所、業界団体等が 職域接種の実施のために新たに医療機関を開設 した
場合…

☑外部医療機関から医師等

を雇用する費用が商工会議
所等に発生している。

☑職域接種終了後に速やか

に医療機関の廃止届を提出
する。

＋

外部の医療機関が出張
して実施する職域接種
と実質的に同じもの

職域接種促進のための
支援の対象

＝
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３ 職域接種促進のための支援対象②(中小企業等)

■ 中小企業が商工会議所、総合型健保組合、業界団体等複数の企業で構成される団体
を事務局として共同実施

“中小企業” とは・・・
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３ 職域接種促進のための支援対象②(中小企業等)

■ 中小企業が商工会議所、総合型健保組合、業界団体等複数の企業で構成される団体
を事務局として共同実施

中小企業

中小企業
中小企業

中小企業

事務局

職員の家族等地域の方々

職員等

大企業

独立行政法人

中小企業

中小企業

事務局

職員等

職員の家族等地域の方々

「中小企業が商工会議所、総合型健保組合、業界団体等複数の企業で構成される団体を事
務局として共同実施するもの」が対象ですが、団体の構成員に大企業や独立行政法人等が含
まれる場合も対象となります。

※「令和４年度新型コロナウイルス感染症緊急包括支援事業（医療分）に関するQ＆A（第４版）より 5



４ 職域接種促進のための支援対象③(大学等)
■ 大学、短期大学、高等専門学校、専門学校（以下「大学等」という。）の職域接種で所属
の学生も対象とし、文部科学省が別に定める地域貢献の基準を満たすもの
※追加接種（オミクロン株対応）に係る地域貢献の認定に関する申請の具体的な時期や方法等に
ついては、別途文部科学省から周知される予定です。

【〈参考〉大学拠点接種（３回目接種）に係る地域貢献の基準】
自大学等（設置する法人が同じである大学等を含む。）の学生・生徒、教職員以外に、次の①～⑤の接
種対象者の合計が総接種人数の５％以上である（ただし、総接種人数が500人に満たない場合は、500

人を母数とする。）か、又は500人以上となる場合は、地域貢献が認められるものとされています。
①近隣の教育機関の教職員及びその学生・生徒 ②自大学等と取引のある企業及び近隣に存在する企業の社員及び家族
③教職員及び学生・生徒・児童・園児の家族 ④地方自治体からの依頼により接種を行った近隣住民
⑤文部科学省からの依頼により接種を行った留学予定者
⑥大学拠点接種において接種を予定していた者のうち、「都道府県の大大規模接種会場等における大学等単位での団体接種
の実施について」を受けて、他会場にて大学拠点接種の実施時期よりも前倒しで接種を行った①～⑤に該当する者

※「『新型コロナウイルス感染症緊急包括支援交付金（医療分）大学拠点接種(３回目接種)に係る地域貢献の基準』の策定について」
（令和４年６月20日付け４文科高第376号文部科学省高等教育局長通知）より

大学等

事務局

自大学等の
学生･生徒

自大学等の
教職員

②自大学等と取引のある
企業の社員及び家族

①近隣教育機関の教職員
及びその学生・生徒

③教職員及び学生・
生徒・児童・園児の家族

④地方自治体からの依頼により
接種を行った近隣住民

⑤文部科学省からの依頼により
接種を行った留学予定者
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４ 職域接種促進のための支援対象③(大学等)

■ 地域貢献の認定を希望する大学等におかれては，要綱に基づき、文部科学省から
交付された地域貢献認定に係る文書の写しを提出してください。

“【参考】大学拠点接種（３回目接種）に係る地域貢献の基準通知”

7



５ 職域接種促進のための支援の申請
事業の内容

○ 外部の医療機関が出張して実施する形態のものであって、要件を満たす中小企業等及び大学等に対し、

都道府県が設置する大規模接種会場に対して国が支援対象とする経費と同等の経費を対象として、

「1,500円×接種回数 」を上限に実費補助します。

補助金の額の算定

北海道新型コロナウイルスワクチン職域接種促進事業費補助金交付要綱（抄）
（補助金交付額の算定）
第５ この補助金の交付額は次により算定した額とする。
(1) 別表１の第２欄に定める基準額と第３欄に定める交付対象経費の実支出額とを比較して少ない額を選定する。

なお、別表第２欄に定める基準額の算定に当たっては、ワクチン接種記録システム（VRS）による接種回数により算定することとする。
(2) (1)により選定された額と当該区分の総事業費から寄付金その他の収入額を控除した額とを比較して少ないほうの額に補助率を乗じて得た額
を補助金交付額として算定する。

別表１

8

※ 令和３年11月17日付け厚生労働省健康局健康課予防接種室 事務連絡「新型コロナワクチンの追加接種（３回目接種に係る職
域接種の開始について」及び令和４年９月20日付け厚生労働省健康局予防接種担当参事官室 事務連絡「オミクロン株に対応し

た新型コロナワクチンの職域追加の開始について」に基づいて設置した会場での職域接種の場合（令和３年６月１日付け厚生労
働省健康局健康課予防接種室事務連絡「新型コロナワクチンの職域接種の開始について」に基づいて設置した会場での職域接種
については、「1,000円×接種回数」を上限）。

(※)



５ 職域接種促進のための支援の申請

○ 事例
・総接種回数 3,982回
・職域接種会場の設置・運営に要した経費 17,151,131円
・総事業費(対象外経費を含む。) 17,316,131円
・「コロナワクチン接種費等」請求額※ 9,067,014円
・「時間外及び休日対応」請求額 669,350円
※ 2,277円×3,982回。予診のみの方がいないものとして算定。

○要綱５(1)による算定
・基 準 額 3,982回 × 1,500円 ＝ 5,973,000円 … ①
・実支出額 17,151,131円 … ②
・「① ＜ ②」により 5,973,000円 … ③

○要綱５(2)による算定
・総事業費 － 寄付金その他の収入額
17,316,131円 － （9,067,014円＋669,350円） ＝ 7,579,767円 … ④

・「③ ＜ ④」により 5,973,000円 … ⑤

○補助金交付額 5,973,000円 ※⑤に千円未満の端数が生じた
場合は、これを切り捨て

補助金の額の算定例

9



５ 職域接種促進のための支援の申請

10

補助金交付申請～受領の流れ（概要）

交付申請から補助金受領に至るまでの流れや、提出書類について説明します。

なお、交付申請時における事業の進捗状況（下記（１）,（２）のとおり）により、提出書類
や手続き方法が異なります。

（１）実績による交付申請を行わない場合 （交付申請時に事業が完了していない場合 ）
事業開始前または、事業実施期間内に交付申請書類を提出し、事業完了後に実績報

告書類を提出。
⇒ 「補助金交付申請～受領の流れ①」（１１ページ～１４ページ）にて説明

（２）実績による交付申請を行う場合 （交付申請時に事業が完了している場合 ）
交付申請時に事業が完了しているため、交付申請書類と実績報告書類を併せて提出。

⇒ 「補助金交付申請～受領の流れ②」（１５ページ～１６ページ）にて説明

※ 事業の完了とは、交付申請時に計画していたワクチン接種がすべて完了し、かつ事業に
関する経費や債権及び債務が確定（経費の未払いがある場合も可）している場合を言います。

（※）

（※）



５ 職域接種促進のための支援の申請

①交付申請書を作成します。

(1) 交付申請書(保福第１号様式)※
(2) 事業実施計画書(保福第１の２号様式)※
(3) 新型コロナウイルスワクチン接種体制支援事業における職域接種の事業計画書(別紙１)
(4) 補助金等交付申請額算出調書(保福第１の１６号様式)
(5) 経費の配分調書(保福第１の１８号様式)
(6) 事業予算書(保福第１の２０号様式)
(7) 資金収支計画書(保福第１の３２号様式)
(8) 地域貢献の認定に係る文書の写し(大学等のみ)
(9) 口座振替申出書
(10) その他別に指示する書類

企業等又は大学等それぞれ使用する様式が異なりますので
留意してください。

②交付申請書を紙媒体で北海道庁に提出します。

①の(1)～(10)の順に編纂し、正本と副本を作成の上、正本１部を北海道庁へ送付し、
副本は保管してください。
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③道において交付申請書類の内容審査後、補助金の交付決定の通知を行います。

審査が完了した後、
(1) 補助金交付決定通知文
(2) 補助指令文

を送付します。

交付決定

道の審査 事務局

交付決定
通知文

補助金交付申請～受領の流れ①【実績による交付申請を行わない場合】

下記の(1)～(10)を作成例（別添ファイル（Excel形式））を参照しながら作成してください。



⑤事業完了後、実績報告書類を作成

(1) 新型コロナウイルスワクチン接種体制支援事業における職域接種の実績報告書(別紙２)

(2) 事業実績書(保福第１の２号様式)
(3) 補助金等精算書(保福第１の３０号様式)
(4) 事業精算書(保福第１の３１号様式)
(5) 職域接種実施企業・大学等接種実績及び補助対象経費算定調書(別紙様式１)
(6) 会場運営費用調書(別紙様式２)
(7) 支払領収書の写し又は代金の支払い証明できる書類の写し(別紙様式３に貼付)
(8) コロナワクチン接種費等 請求総括書(V－SYSにより出力したものの写し)
(9) コロナワクチン接種費等 市区町村別請求書(V－SYSにより出力したものの写し)
(10) 新型コロナウイルスワクチン接種の実績報告書（市町村長に提出したものの写し）
(11) その他別に指示する書類

※企業等又は大学等それぞれ使用する様式が異なりますので留意してください。

５ 職域接種促進のための支援の申請

④職域接種を実施

道庁に提出した実施計画書等に基づき、補助事業を実施してください。

※補助金の交付決定前の事業着手も可能です。

12

下記の(1)～(11)を作成例（別添ファイル（Excel形式））を参照しながら作成してください。

補助金交付申請～受領の流れ①【実績による交付申請を行わない場合】



５ 職域接種促進のための支援の申請

⑥実績報告書類を紙媒体で北海道庁に提出します。帳簿作成及び証拠書類整理も忘れずに。

⑤の(1)～(11)の順に編纂し、正本と副本を作成の上、正本１部を
北海道庁へ送付し、副本は保管してください。

なお、補助事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備え、当該
収入・支出の証拠書類を整理し、補助金の額の確定の日の属する年度の
終了後５年間（令和４年度終了事業は令和５～９年度の期間）保管し
ておかなければなりませんので、留意してください。

実績報告書 実績報告書

正本 副本
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補助事業が完了した日から３０日以内又は道が別に定めた提出期日までのうち、
いずれか早い日までに実績報告書類を提出してください。

事務局

審査が完了した後、
(1) 額の確定通知文

を送付します。

⑦道において補助申請の内容審査後、補助事業の額を確定して通知します。

補助金の予算の執行の適正を期するため必要があると認められるときは、補助事業者の皆様に
報告を求め、又は道の職員に帳簿及び書類その他の物件を調査させ、若しくは質問させることが
ありますので、ご協力願います。

額の確定
通知書

額の確定

道の審査

補助金交付申請～受領の流れ①【実績による交付申請を行わない場合】



５ 職域接種促進のための支援の申請

⑧補助金を支出します。

補助金は交付申請時に提出いただいた口座振替申出書の口座に入金されます。

【お問合せ等・連絡先】
電話：011-206-0496（直通）/ 011-231-4111（内線38-832）
E-mail：covid.shokuiki@pref.hokkaido.lg.jp

【交付申請書類送付先】
〒063-8588 札幌市中央区北３条西６丁目
北海道保健福祉部感染症対策局感染症対策課
北海道新型コロナウイルス感染症対策本部指揮室
ワクチン班 あて
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補助金交付申請～受領の流れ①【実績による交付申請を行わない場合）】



５ 職域接種促進のための支援の申請

①交付申請書を作成します。

(1) 交付申請書(保福第１号様式)※
(2) 事業実績書(保福第１の２号様式)※
(3) 補助金等精算書(保福第１の３０号様式)
(4) 事業精算書(保福第１の３１号様式)
(5) 新型コロナウイルスワクチン接種体制支援事業における職域接種の実績報告書(別紙２)
(6) 地域貢献の認定に係る文書の写し(大学等のみ)
(7) 職域接種実施企業・大学等接種実績及び補助対象経費算定調書(別紙様式１)
(8) 会場運営費用調書(別紙様式２)
(9) 支払領収書の写し又は代金の支払い証明できる書類の写し(別紙様式３に貼付)
(10) 口座振替申出書
(11) コロナワクチン接種費等 請求総括書(V－SYSにより出力したものの写し)
(12) コロナワクチン接種費等 市区町村別請求書(V－SYSにより出力したものの写し)
(13) 新型コロナウイルスワクチン接種の実績報告書（市町村長に提出したものの写し）
(14) その他別に指示する書類

企業等又は大学等それぞれ使用する様式が異なり
ますので留意してください。

②交付申請書を紙媒体で北海道庁に提出します。帳簿作成及び証拠書類整理も忘れずに。

①の(1)～(14)の順に編纂し、正本と副本を作成の上、正本１部を
北海道庁へ送付し、副本は保管してください。

なお、補助事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備え、当
該収入・支出の証拠書類を整理し、補助金の額の確定の日の属する年
度の終了後５年間（令和４年度終了事業は令和５～９年度の期間）保
管しておかなければなりませんので、留意してください。

交付申請書 交付申請書

正本 副本 15

補助金交付申請～受領の流れ②【実績による交付申請を行う場合）】

下記の(1)～(14)を作成例（別添ファイル（Excel形式））を参照しながら作成してください。



事務局

審査が完了した後、
(1) 補助指令文の通知文
(2) 補助指令文
(3) 額の確定通知文

を送付します。

③道において補助申請の内容審査後、補助事業の額を確定して通知します。

補助金の予算の執行の適正を期するため必要があると認められるときは、補助事業者の皆様に報
告を求め、又は道の職員に帳簿及び書類その他の物件を調査させ、若しくは質問させることがあり
ますので、ご協力願います。

額の確定
通知書

５ 職域接種促進のための支援の申請

額の確定

道の審査

④補助金を支出します。

補助金は交付申請時に提出いただいた口座振替申出書の口座に入金されます。

【お問合せ等・連絡先】
電話：011-206-0496（直通）/ 011-231-4111（内線38-832）
E-mail：covid.shokuiki@pref.hokkaido.lg.jp

【交付申請書類送付先】
〒063-8588 札幌市中央区北３条西６丁目
北海道保健福祉部感染症対策局感染症対策課
北海道新型コロナウイルス感染症対策本部指揮室
ワクチン班 あて
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